
比　較令和 3年度令和 4年度区　分 増減額 増減率
4.6%
1.5%
0.4％
7.9%
2.0%
6.1%
9.7%
△2.2%
△8.6%
3.7%

10億7,550万9千円
１億7,550万円
2,000万円
4,750万円

１億800万円
8,464万9千円
１億43万1千円
△521万7千円
△1,056万5千円

13億3,565万8千円

232億4,700万円
116億9,660万円
56億7,700万円
５億9,920万円
54億2,040万円

13億9,383万5千円
10億3,743万3千円
２億3,409万1千円
１億2,231万1千円
363億3,743万5千円

243億2,250万9千円
118億7,210万円
56億9,700万円
６億4,670万円
55億2,840万円

14億7,848万4千円
11億3,786万4千円
２億2,887万4千円
1億1,174万6千円

376億7,309万3千円合　計

一般会計
特別会計

企業会計

国民健康保険事業特別会計
後期高齢者医療特別会計
介護保険事業特別会計

水 道 事 業 会 計
公 共 下 水 道 事 業 会 計
農業集落排水事業会計

令和 4年度区　分 令和 3年度
77億5,279万円
43億9,668万円
22億4,815万円
22億3,416万円
21億630万円
16億819万円
15億5,727万円
11億4,116万円
3億1,182万円
1億6,316万円
7億7,788万円
1,000万円
1,495万円

（31.9%）
（18.1%）
（9.2%）
（9.2%）
（8.6%）
（6.6%）
（6.4%）
（4.7%）
（1.3%）
（0.7%）
（3.2%）
（0.0%）
（0.1%）

78億1,394万円
39億4,836万円
20億3,738万円
22億9,773万円
17億2,241万円
15億643万円
17億2,014万円
11億4,114万円
1億8,970万円
1億6,180万円
6億9,189万円
1,000万円
608万円

（33.6%）
（17.0%）
（8.8%）
（9.9%）
（7.4%）
（6.5%）
（7.4%）
（4.9%）
（0.8%）
（0.7%）
（3.0%）
（0.0%）
（0.0%）

民 生 費
総 務 費
衛 生 費
公 債 費
教 育 費
土 木 費
農林水産業費
消 防 費
商 工 費
議 会 費
諸 支 出 金
予 備 費
災 害 復 旧 費

市民１人当たりが負担する市税 

総額 110,200円
市民１人当たりに使われるお金

総額 729,639円
※金額は、令和４年２月28日現在の住基人口（33,335人）で計算しています。※金額は、令和４年２月28日現在の住基

人口（33,335人）で計算しています。
（鉱産税、国有資産等所在市町村交付金は除く）

固定資産税
65,217円

市民税
34,070円

民生費
232,572円

総務費
131,894円

衛生費
67,441円

公債費
67,022円

市たばこ税
6,000円

軽自動車税
4,913円

教育費
63,186円

土木費
48,243円

農林水産費
46,716円

消防費
34,233円

その他
38,332円

　南九州市の令和４年度当初予算は、行政改革大綱、集中改革プランおよび中期財政計画（令和３年度策定）に基づき、
長期的な視点に立った財政運営に努めるとともに、第二次南九州市総合計画の基本計画に位置付けられた諸施策を
確実に推進するため、効率的かつ重点的な予算編成を行いました。特に令和４年度は「子育て支援の充実」、「教育環境の
充実」や「新しい観光形態への取り組み」など、コロナ禍においても南九州市の魅力を発信し、市民が住んでいて良かっ
たと実感できるような施策に予算の重点的な配分を行いました。
　一般会計の総額は、前年度比4.6％、10億7,550万９千円増の243億2,250万９千円となりました。また、一般会計と
特別会計および企業会計を合わせた予算総額は、376億7,309万3千円で、前年度比3.7％、13億3,565万8千円の増額と
なりました。

一　般　会　計　243億2,250万9千円　（対前年度比+4.6%）
特別・企業会計　133億5,058万4千円　（対前年度比+2.0%）

　歳入は、国や県から交付されるお金である「依存財源」と呼ばれるものが総額の65.7％を占めています。依存財源のうち、最も多いもの
は、地方自治体が一定水準の行政サービスを保つために国から交付される地方交付税で、全体の30.7％を占めており、以下、国庫支出金、
市債（借金）、県支出金の順となっています。
　一方、市が自ら賄えるお金である「自主財源」のうち、最も多いものは、市民の皆さんに納めていただく市税で、全体の15.3％を占めて
います。寄附金の主なものはふるさと寄附金によるもので、前年度に対して0.4ポイントの減となっています。

　歳出を性質別に見ると、扶助費、人件費
および市債（借金）の償還を行う公債費で
「義務的経費」と呼ばれるものの割合が最
も多く、全体の46.4％を占めています。
公債費が減となったことで、前年度に対
し1.5ポイントの減となりました。
　道路整備や基盤整備など「投資的経費」
と呼ばれる経費は全体の 11.7％で、前年
度に対し1.2ポイントの増となりました。
これは、新庁舎建設事業費などが増と
なったことによるものです。委託料や備
品購入費などの物件費については、前年
度に対し0.5ポイントの減で、全体の
17.3％を占めています。

　歳出を目的別に見ると、最も大きな割合を占め
るのが、市民の皆さんが安心して暮らすための福
祉の充実などに使われる民生費です。前年度に対
し1.7ポイントの減で、全体の31.9％を占めてい
ます。
　次に多いのは総務費で全体の18.1%を占め、前
年度に対し1.1ポイントの増となりました。新庁
舎建設事業費などの増によるものです。
　以下は衛生費、公債費、教育費、土木費、農林水
産業費、消防費の順となっています。

〈目的別歳出の状況（一般会計）〉

市税
37億2,302万円
（15.3%）地方交付税

74億7,500万円
（30.7%） 歳 入

243億
2,251万円

国庫支出金
32億6,039万円
（13.4%）

県支出金
20億1,668万円
（8.3%）

市債
20億4,090万円
（8.4%）

繰入金　16億9,223万円（6.9%）
使用料及び手数料　3億5,883万円（1.5%）
寄附金　20億380万円（8.2%）

諸収入　1億9,380万円（0.8%）
繰越金　2億円（0.8%）
分担金及び負担金　1億1,683万円（0.5%）
財産収入　6,282万円（0.3%）

地方譲与税　3億4,081万円（1.4%）
法人事業税交付金　4,628万円（0.2%）
地方特例交付金　1,861万円（0.1%）
環境性能割交付金　1,307万円（0.1%）
ゴルフ場利用税交付金　1,122万円（0.1%）
交通安全対策特別交付金　550万円（0.0%）
配当割交付金　504万円（0.0%）
株式等譲渡所得割交付金　461万円（0.0%）
利子割交付金　197万円（0.0%）

地方消費税交付金
7億3,110万円
（3.0%）

自主財源
83億5,133万円
（34.3%）

依存財源
159億7,118万円
（65.7%）

歳 出
243億
2,251万円

扶助費
49億6,063万円
（20.4%）

人件費
41億1,291万円
（16.9%）

公債費
22億3,416万円
（9.1%）

繰出金
25億9,445万円
（10.7%）

物件費
42億77万円
（17.3%）

補助費等
25億3,859万円
（10.4%）

普通建設
事業費

28億1,459万円
（11.6%）

災害復旧費
1,495万円（0.1%）

積立金　7億7,768万円（3.2%）
維持補修費　6,270万円（0.3%）
その他　1,108万円（0.0%）

その他の経費
101億8,527万円
（41.9%）

義務的経費
113億770万円
（46.4%）

投資的経費
28億2,954万円（11.7%）

〈歳入の状況（一般会計）〉

〈性質別歳出の状況（一般会計）〉

令和４年度　南九州市当初予算

会計別の当初予算額 令和４年度当初予算の歳入歳出状況

令和４年度当初予算を市民１人当たりに換算すると・・・

比　較令和 3年度令和 4年度区　分 増減額 増減率
4.6%
1.5%
0.4％
7.9%
2.0%
6.1%
9.7%
△2.2%
△8.6%
3.7%

10億7,550万9千円
１億7,550万円
2,000万円
4,750万円

１億800万円
8,464万9千円
１億43万1千円
△521万7千円
△1,056万5千円

13億3,565万8千円

232億4,700万円
116億9,660万円
56億7,700万円
５億9,920万円
54億2,040万円

13億9,383万5千円
10億3,743万3千円
２億3,409万1千円
１億2,231万1千円
363億3,743万5千円

243億2,250万9千円
118億7,210万円
56億9,700万円
６億4,670万円
55億2,840万円

14億7,848万4千円
11億3,786万4千円
２億2,887万4千円
1億1,174万6千円

376億7,309万3千円合　計

一般会計
特別会計

企業会計

国民健康保険事業特別会計
後期高齢者医療特別会計
介護保険事業特別会計

水 道 事 業 会 計
公 共 下 水 道 事 業 会 計
農業集落排水事業会計

令和 4年度区　分 令和 3年度
77億5,279万円
43億9,668万円
22億4,815万円
22億3,416万円
21億630万円
16億819万円
15億5,727万円
11億4,116万円
3億1,182万円
1億6,316万円
7億7,788万円
1,000万円
1,495万円

（31.9%）
（18.1%）
（9.2%）
（9.2%）
（8.6%）
（6.6%）
（6.4%）
（4.7%）
（1.3%）
（0.7%）
（3.2%）
（0.0%）
（0.1%）

78億1,394万円
39億4,836万円
20億3,738万円
22億9,773万円
17億2,241万円
15億643万円
17億2,014万円
11億4,114万円
1億8,970万円
1億6,180万円
6億9,189万円
1,000万円
608万円

（33.6%）
（17.0%）
（8.8%）
（9.9%）
（7.4%）
（6.5%）
（7.4%）
（4.9%）
（0.8%）
（0.7%）
（3.0%）
（0.0%）
（0.0%）

民 生 費
総 務 費
衛 生 費
公 債 費
教 育 費
土 木 費
農林水産業費
消 防 費
商 工 費
議 会 費
諸 支 出 金
予 備 費
災 害 復 旧 費

市民１人当たりが負担する市税 

総額 110,200円
市民１人当たりに使われるお金

総額 729,639円
※金額は、令和４年２月28日現在の住基人口（33,335人）で計算しています。※金額は、令和４年２月28日現在の住基

人口（33,335人）で計算しています。
（鉱産税、国有資産等所在市町村交付金は除く）

固定資産税
65,217円

市民税
34,070円

民生費
232,572円

総務費
131,894円

衛生費
67,441円

公債費
67,022円

市たばこ税
6,000円

軽自動車税
4,913円

教育費
63,186円

土木費
48,243円

農林水産費
46,716円

消防費
34,233円

その他
38,332円

　南九州市の令和４年度当初予算は、行政改革大綱、集中改革プランおよび中期財政計画（令和３年度策定）に基づき、
長期的な視点に立った財政運営に努めるとともに、第二次南九州市総合計画の基本計画に位置付けられた諸施策を
確実に推進するため、効率的かつ重点的な予算編成を行いました。特に令和４年度は「子育て支援の充実」、「教育環境の
充実」や「新しい観光形態への取り組み」など、コロナ禍においても南九州市の魅力を発信し、市民が住んでいて良かっ
たと実感できるような施策に予算の重点的な配分を行いました。
　一般会計の総額は、前年度比4.6％、10億7,550万９千円増の243億2,250万９千円となりました。また、一般会計と
特別会計および企業会計を合わせた予算総額は、376億7,309万3千円で、前年度比3.7％、13億3,565万8千円の増額と
なりました。

一　般　会　計　243億2,250万9千円　（対前年度比+4.6%）
特別・企業会計　133億5,058万4千円　（対前年度比+2.0%）

　歳入は、国や県から交付されるお金である「依存財源」と呼ばれるものが総額の65.7％を占めています。依存財源のうち、最も多いもの
は、地方自治体が一定水準の行政サービスを保つために国から交付される地方交付税で、全体の30.7％を占めており、以下、国庫支出金、
市債（借金）、県支出金の順となっています。
　一方、市が自ら賄えるお金である「自主財源」のうち、最も多いものは、市民の皆さんに納めていただく市税で、全体の15.3％を占めて
います。寄附金の主なものはふるさと寄附金によるもので、前年度に対して0.4ポイントの減となっています。

　歳出を性質別に見ると、扶助費、人件費
および市債（借金）の償還を行う公債費で
「義務的経費」と呼ばれるものの割合が最
も多く、全体の46.4％を占めています。
公債費が減となったことで、前年度に対
し1.5ポイントの減となりました。
　道路整備や基盤整備など「投資的経費」
と呼ばれる経費は全体の 11.7％で、前年
度に対し1.2ポイントの増となりました。
これは、新庁舎建設事業費などが増と
なったことによるものです。委託料や備
品購入費などの物件費については、前年
度に対し0.5ポイントの減で、全体の
17.3％を占めています。

　歳出を目的別に見ると、最も大きな割合を占め
るのが、市民の皆さんが安心して暮らすための福
祉の充実などに使われる民生費です。前年度に対
し1.7ポイントの減で、全体の31.9％を占めてい
ます。
　次に多いのは総務費で全体の18.1%を占め、前
年度に対し1.1ポイントの増となりました。新庁
舎建設事業費などの増によるものです。
　以下は衛生費、公債費、教育費、土木費、農林水
産業費、消防費の順となっています。

〈目的別歳出の状況（一般会計）〉

市税
37億2,302万円
（15.3%）地方交付税

74億7,500万円
（30.7%） 歳 入

243億
2,251万円

国庫支出金
32億6,039万円
（13.4%）

県支出金
20億1,668万円
（8.3%）

市債
20億4,090万円
（8.4%）

繰入金　16億9,223万円（6.9%）
使用料及び手数料　3億5,883万円（1.5%）
寄附金　20億380万円（8.2%）

諸収入　1億9,380万円（0.8%）
繰越金　2億円（0.8%）
分担金及び負担金　1億1,683万円（0.5%）
財産収入　6,282万円（0.3%）

地方譲与税　3億4,081万円（1.4%）
法人事業税交付金　4,628万円（0.2%）
地方特例交付金　1,861万円（0.1%）
環境性能割交付金　1,307万円（0.1%）
ゴルフ場利用税交付金　1,122万円（0.1%）
交通安全対策特別交付金　550万円（0.0%）
配当割交付金　504万円（0.0%）
株式等譲渡所得割交付金　461万円（0.0%）
利子割交付金　197万円（0.0%）

地方消費税交付金
7億3,110万円
（3.0%）

自主財源
83億5,133万円
（34.3%）

依存財源
159億7,118万円
（65.7%）

歳 出
243億
2,251万円

扶助費
49億6,063万円
（20.4%）

人件費
41億1,291万円
（16.9%）

公債費
22億3,416万円
（9.1%）

繰出金
25億9,445万円
（10.7%）

物件費
42億77万円
（17.3%）

補助費等
25億3,859万円
（10.4%）

普通建設
事業費

28億1,459万円
（11.6%）

災害復旧費
1,495万円（0.1%）

積立金　7億7,768万円（3.2%）
維持補修費　6,270万円（0.3%）
その他　1,108万円（0.0%）

その他の経費
101億8,527万円
（41.9%）

義務的経費
113億770万円
（46.4%）

投資的経費
28億2,954万円（11.7%）

〈歳入の状況（一般会計）〉

〈性質別歳出の状況（一般会計）〉

令和４年度　南九州市当初予算

会計別の当初予算額 令和４年度当初予算の歳入歳出状況

令和４年度当初予算を市民１人当たりに換算すると・・・

6広報令和４年４月号



比　較令和 3年度令和 4年度区　分 増減額 増減率
4.6%
1.5%
0.4％
7.9%
2.0%
6.1%
9.7%
△2.2%
△8.6%
3.7%

10億7,550万9千円
１億7,550万円
2,000万円
4,750万円

１億800万円
8,464万9千円
１億43万1千円
△521万7千円
△1,056万5千円

13億3,565万8千円

232億4,700万円
116億9,660万円
56億7,700万円
５億9,920万円
54億2,040万円

13億9,383万5千円
10億3,743万3千円
２億3,409万1千円
１億2,231万1千円
363億3,743万5千円

243億2,250万9千円
118億7,210万円
56億9,700万円
６億4,670万円
55億2,840万円

14億7,848万4千円
11億3,786万4千円
２億2,887万4千円
1億1,174万6千円

376億7,309万3千円合　計

一般会計
特別会計

企業会計

国民健康保険事業特別会計
後期高齢者医療特別会計
介護保険事業特別会計

水 道 事 業 会 計
公 共 下 水 道 事 業 会 計
農業集落排水事業会計

令和 4年度区　分 令和 3年度
77億5,279万円
43億9,668万円
22億4,815万円
22億3,416万円
21億630万円
16億819万円
15億5,727万円
11億4,116万円
3億1,182万円
1億6,316万円
7億7,788万円
1,000万円
1,495万円

（31.9%）
（18.1%）
（9.2%）
（9.2%）
（8.6%）
（6.6%）
（6.4%）
（4.7%）
（1.3%）
（0.7%）
（3.2%）
（0.0%）
（0.1%）

78億1,394万円
39億4,836万円
20億3,738万円
22億9,773万円
17億2,241万円
15億643万円
17億2,014万円
11億4,114万円
1億8,970万円
1億6,180万円
6億9,189万円
1,000万円
608万円

（33.6%）
（17.0%）
（8.8%）
（9.9%）
（7.4%）
（6.5%）
（7.4%）
（4.9%）
（0.8%）
（0.7%）
（3.0%）
（0.0%）
（0.0%）

民 生 費
総 務 費
衛 生 費
公 債 費
教 育 費
土 木 費
農林水産業費
消 防 費
商 工 費
議 会 費
諸 支 出 金
予 備 費
災 害 復 旧 費

市民１人当たりが負担する市税 

総額 110,200円
市民１人当たりに使われるお金

総額 729,639円
※金額は、令和４年２月28日現在の住基人口（33,335人）で計算しています。※金額は、令和４年２月28日現在の住基

人口（33,335人）で計算しています。
（鉱産税、国有資産等所在市町村交付金は除く）

固定資産税
65,217円

市民税
34,070円

民生費
232,572円

総務費
131,894円

衛生費
67,441円

公債費
67,022円

市たばこ税
6,000円

軽自動車税
4,913円

教育費
63,186円

土木費
48,243円

農林水産費
46,716円

消防費
34,233円

その他
38,332円

　南九州市の令和４年度当初予算は、行政改革大綱、集中改革プランおよび中期財政計画（令和３年度策定）に基づき、
長期的な視点に立った財政運営に努めるとともに、第二次南九州市総合計画の基本計画に位置付けられた諸施策を
確実に推進するため、効率的かつ重点的な予算編成を行いました。特に令和４年度は「子育て支援の充実」、「教育環境の
充実」や「新しい観光形態への取り組み」など、コロナ禍においても南九州市の魅力を発信し、市民が住んでいて良かっ
たと実感できるような施策に予算の重点的な配分を行いました。
　一般会計の総額は、前年度比4.6％、10億7,550万９千円増の243億2,250万９千円となりました。また、一般会計と
特別会計および企業会計を合わせた予算総額は、376億7,309万3千円で、前年度比3.7％、13億3,565万8千円の増額と
なりました。

一　般　会　計　243億2,250万9千円　（対前年度比+4.6%）
特別・企業会計　133億5,058万4千円　（対前年度比+2.0%）

　歳入は、国や県から交付されるお金である「依存財源」と呼ばれるものが総額の65.7％を占めています。依存財源のうち、最も多いもの
は、地方自治体が一定水準の行政サービスを保つために国から交付される地方交付税で、全体の30.7％を占めており、以下、国庫支出金、
市債（借金）、県支出金の順となっています。
　一方、市が自ら賄えるお金である「自主財源」のうち、最も多いものは、市民の皆さんに納めていただく市税で、全体の15.3％を占めて
います。寄附金の主なものはふるさと寄附金によるもので、前年度に対して0.4ポイントの減となっています。

　歳出を性質別に見ると、扶助費、人件費
および市債（借金）の償還を行う公債費で
「義務的経費」と呼ばれるものの割合が最
も多く、全体の46.4％を占めています。
公債費が減となったことで、前年度に対
し1.5ポイントの減となりました。
　道路整備や基盤整備など「投資的経費」
と呼ばれる経費は全体の 11.7％で、前年
度に対し1.2ポイントの増となりました。
これは、新庁舎建設事業費などが増と
なったことによるものです。委託料や備
品購入費などの物件費については、前年
度に対し0.5ポイントの減で、全体の
17.3％を占めています。

　歳出を目的別に見ると、最も大きな割合を占め
るのが、市民の皆さんが安心して暮らすための福
祉の充実などに使われる民生費です。前年度に対
し1.7ポイントの減で、全体の31.9％を占めてい
ます。
　次に多いのは総務費で全体の18.1%を占め、前
年度に対し1.1ポイントの増となりました。新庁
舎建設事業費などの増によるものです。
　以下は衛生費、公債費、教育費、土木費、農林水
産業費、消防費の順となっています。

〈目的別歳出の状況（一般会計）〉

市税
37億2,302万円
（15.3%）地方交付税

74億7,500万円
（30.7%） 歳 入

243億
2,251万円

国庫支出金
32億6,039万円
（13.4%）

県支出金
20億1,668万円
（8.3%）

市債
20億4,090万円
（8.4%）

繰入金　16億9,223万円（6.9%）
使用料及び手数料　3億5,883万円（1.5%）
寄附金　20億380万円（8.2%）

諸収入　1億9,380万円（0.8%）
繰越金　2億円（0.8%）
分担金及び負担金　1億1,683万円（0.5%）
財産収入　6,282万円（0.3%）

地方譲与税　3億4,081万円（1.4%）
法人事業税交付金　4,628万円（0.2%）
地方特例交付金　1,861万円（0.1%）
環境性能割交付金　1,307万円（0.1%）
ゴルフ場利用税交付金　1,122万円（0.1%）
交通安全対策特別交付金　550万円（0.0%）
配当割交付金　504万円（0.0%）
株式等譲渡所得割交付金　461万円（0.0%）
利子割交付金　197万円（0.0%）

地方消費税交付金
7億3,110万円
（3.0%）

自主財源
83億5,133万円
（34.3%）

依存財源
159億7,118万円
（65.7%）

歳 出
243億
2,251万円

扶助費
49億6,063万円
（20.4%）

人件費
41億1,291万円
（16.9%）

公債費
22億3,416万円
（9.1%）

繰出金
25億9,445万円
（10.7%）

物件費
42億77万円
（17.3%）

補助費等
25億3,859万円
（10.4%）

普通建設
事業費

28億1,459万円
（11.6%）

災害復旧費
1,495万円（0.1%）

積立金　7億7,768万円（3.2%）
維持補修費　6,270万円（0.3%）
その他　1,108万円（0.0%）

その他の経費
101億8,527万円
（41.9%）

義務的経費
113億770万円
（46.4%）

投資的経費
28億2,954万円（11.7%）

〈歳入の状況（一般会計）〉

〈性質別歳出の状況（一般会計）〉

令和４年度　南九州市当初予算

会計別の当初予算額 令和４年度当初予算の歳入歳出状況

令和４年度当初予算を市民１人当たりに換算すると・・・
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子
育
て
支
援
の
充
実

１ 　
子
育
て
し
や
す
い
ま
ち
づ
く
り
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

　
事
業�

【
９
７
６
７
万
円
】

　

川
辺
地
域
の
第
１
児
童
館
に
子
育
て
支
援
拠
点
を
整
備
し
、

併
せ
て
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
の
実
現
と
地
域
の
子
育

て
拠
点
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化
を
図
り
、
子
育
て
支
援
体
制
の
強

化
を
目
指
し
ま
す
。

２ 　
子
ど
も
医
療
費
助
成
事
業 

�

【
１
億
２
６
７
６
万
円
】

　
助
成
対
象
者
を
高
校
卒
業
ま
で
の

全
て
の
子
ど
も
に
拡
充
し
、
疾
病
の

早
期
発
見
、
早
期
治
療
の
促
進
を
図

り
ま
す
。

  

教
育
環
境
の
充
実

１　
小
・
中
学
校
Ｉ
Ｃ
Ｔ
推
進
事
業�【
３
１
９
７
万
円
】

　
プ
ロ
グ
ラ
ミ
ン
グ
教
材
や
オ
ン
ラ
イ
ン
教
材
、
授
業
支
援
ク

ラ
ウ
ド
な
ど
Ｉ
Ｃ
Ｔ
関
連
の
機
器
を
最
大
限
に
生
か
し
、
学
力

の
向
上
と
と
も
に
児
童
生
徒
の
情
報
活
用
能
力
の
向
上
を
図
り

ま
す
。

２　
市
内
高
等
学
校
活
性
化
事
業�

【
８
１
３
万
円
】

　
市
内
３
つ
の
高
等
学
校
の
活
性
化
を
図
る
た
め
、
各
校
活
性

化
協
議
会
の
活
動
費
を
補
助
す
る
と
と
も
に
、
在
校
生
が
受
検

す
る
各
種
検
定
の
受
検
料
の
一
部
を
助
成
す
る
こ
と
で
、
地
域

の
活
性
化
と
人
材
育
成
を
目
指
し
ま
す
。

１ 　
地
域
ブ
ラ
ン
デ
ィ
ン
グ
事
業�

【
６
５
４
万
円
】

　
南
九
州
市
の
魅
力
を
紹
介

す
る
統
一
デ
ザ
イ
ン
グ
ッ
ズ
の

制
作
や
、
地
域
ブ
ラ
ン
ド
化
を

図
る
た
め
、
プ
ロ
の
カ
メ
ラ
マ

ン
に
よ
る
市
内
撮
影
ポ
イ
ン
ト

案
内
ブ
ッ
ク
を
制
作
し
ま
す
。

２　
名
物
創
生
事
業�

【
８
０
０
万
円
】

　
南
九
州
市
で
し
か
食
べ
る
こ
と
の
で
き
な
い
食
の
メ
ニ
ュ
ー

や
土
産
品
な
ど
、
南
九
州
市
な
ら
で
は
の
特
産
品
を
創
り
出
し
、

商
店
街
を
中
心
と
し
た
地
域
の
活
性
化
と
、
新
た
な
観
光
の
流

れ
を
生
み
出
す
取
り
組
み
を
行
い
ま
す
。

  

産
業
の
振
興

１　
甘か
ん
藷し
ょ
重
要
病
害
虫
等
総
合
対
策
事
業

�
【
１
８
５
１
万
円
】

　
甘か
ん

藷し
ょ

重
要
病
害
虫
等
対
策
と
し
て
健
全
苗
の
安
定
供
給
と
実

証
農
地
設
置
に
よ
り
農
業
経
営
の
安
定
と
産
地
維
持
に
努
め
ま

す
。

１　
体
験
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
造
成
事
業

�

【
２
０
７
６
万
円
】

　

着
地
型
体
験
コ
ン
テ
ン
ツ
の
創
出
な
ど
に
よ
り
体
験
型
観

光
を
推
進
し
、
滞
在
時
間
お
よ
び
観
光
消
費
額
の
拡
大
を
図
り

ま
す
。

２ 　
岩
屋
公
園
ア
ウ
ト
ド
ア
事
業�

【
６
８
０
３
万
円
】

　
岩
屋
公
園
周
辺
に
ア
ド
ベ
ン
チ
ャ
ー
遊
具
な
ど
を
整
備
し
、

滞
在
時
間
お
よ
び
観
光
消
費
額
の
拡
大
を
図
り
ま
す
。

１　
環
境
保
全
公
害
対
策
事
業 

【
９
８
９
万
円
】

　
地
球
温
暖
化
の
防
止
に
向
け
、
地
球
温
暖
化
防
止
実
行
計
画

を
策
定
し
、
市
民
・
事
業
者
・
行
政
が
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
な
ど
の

対
策
に
取
り
組
む
こ
と
で
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量
削
減
を
目
指

し
ま
す
。

１　
新
庁
舎
建
設
事
業 

【
２
億
８
２
３
０
万
円
】

　
新
庁
舎
建
設
に
向
け
、
基
本
・
実
施
設
計
業
務
を
中
心
に
、

執
務
室
な
ど
の
オ
フ
ィ
ス
環
境
や
電
算
シ
ス
テ
ム
の
環
境
整
備

な
ど
の
関
連
事
業
の
取
り
ま
と
め
や
管
理
を
行
い
ま
す
。

２　
行
政
Ｄ
Ｘ
推
進
事
業 

【
５
８
２
万
円
】

　
Ｃ
Ｉ
Ｏ
（
情
報
統
括
役
員
）
補
佐
官
お
よ
び
行
政
デ
ジ
タ
ル

化
推
進
員
を
民
間
事
業
者
か
ら
採
用
し
、
本
市
行
政
Ｄ
Ｘ
の
推

進
を
図
り
ま
す
。

  

市
の
魅
力
発
信

  

観
光
の
振
興

  

環
境
保
全
対
策
の
推
進

  

効
率
的
な
行
政
運
営
の
推
進

令
和
４
年
度当初

予
算
の
特
徴

　
南
九
州
市
で
は
、
将
来
都
市
像
で
あ
る
「
人
と

自
然
が
共
生
す
る　
活
気
あ
ふ
れ
る　
住
み
よ
い

ま
ち　
南
九
州
市
」
を
目
標
と
し
て
掲
げ
、
南
九

州
市
総
合
計
画
に
基
づ
き
ま
ち
づ
く
り
を
進
め
て

い
ま
す
。
こ
こ
で
は
、
令
和
４
年
度
の
当
初
予
算

の
特
徴
に
つ
い
て
紹
介
し
ま
す
。
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